
Vol. 48 No. 3 情報処理学会論文誌 Mar. 2007

地盤応答震度推定法を組み込んだ地震災害時
初動活動支援システムの提案

深 田 秀 実†1,†2三田地 道明†3 沖 暁 嗣†1

池 田 哲 夫†4,☆ 高 山 毅†4

山 本 英 和†5 阿 部 昭 博†4

地震発生直後に発表される計測震度情報は，震災の程度を推測するうえで重要である．市町村域の
各地域レベルの細密な計測震度分布を把握するには，高密度に地震計を設置する方法が有効である．
しかし，多数の地震計を設置するには，設置・保守費用が高価となり現実的ではない．本論文では，
地震災害時における地方自治体の災害対策本部向けに，詳細な計測震度分布を 1 つの地震計データで
地震発生後短時間に推定する地盤応答震度推定法を組み込んだ初動活動支援システムを提案する．市
町村の災害対策本部における初動活動の現状をヒヤリング調査し，明確になった課題をもとに，提案
する推定法を取り込んだシステム設計を行い，被害情報一覧や応急対応活動の進捗状況などを表示す
る GISインタフェースを持つプロトタイプを開発した．実地震データとアンケート震度データを用い
て提案した推定法の妥当性を評価した結果，推定計測震度の大きい地域とアンケート震度の大きい地
域の一致度合いは 6 割弱となり，初動活動支援に一定の有用性があるとの結果を得た．想定利用者に
よるシステム評価を行った結果，実装機能の有効性は 5 段階評価で平均 4.2 となり良好であったが，
視認性の点ではいくつか課題も残されている．また，実際の地方自治体で本提案システムを導入する
場合として，岩手県盛岡市の統合型 GIS を例に，その効果と留意点を考察した．

A Proposal of Support System for Disaster Emergency Operation
Using an Estimation Method of Seismic Intensity
on Ground Response
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Seismic intensity distribution immediately after the earthquake provides important informa-
tion to guess the level of earthquake damage. Using a large number of seismometers, seismic
intensity distribution can be estimated easily. However, this method is expensive and unreal-
istic. In this paper, we propose a support system for initial stage of earthquake disaster. This
system is incorporated into an estimation method of seismic intensity on ground response.
We developed the prototype to have interface using GIS of which indicate earthquake damage
information. We checked up the correlation between the estimation seismic intensity and
the questionnaire seismic intensity on Southern-Sanriku earthquake. As a result, the corre-
lation coefficient became about 0.6 points. This result is useful to the disaster office of local
government.
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1. は じ め に

大地震が発生した場合，気象庁が発表する計器測定

された計測震度の情報は，地震災害の発生状況を推測
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するために重要な指標である．阪神・淡路大震災での

教訓の 1 つは，地震発生直後に震災情報が集まらず，

初動活動が立ち遅れたという点である．そこで，計測

震度分布を迅速に推定し，地方自治体などの防災機関

の初動活動を早期に確立しようとする取り組みが行わ

れてきた1)．その結果，2005 年 4 月現在，全国の約

3,800地点に地震観測点が設置されるようになり2)，県

レベルの広域な範囲での計測震度分布を把握すること

が可能となってきた．

しかし，地震計の設置間隔は，一般に数十 km程度

であり，市町村レベルの範囲をカバーするような高密

度で詳細な計測震度分布（以下，細密度計測震度分布

と呼ぶ）を把握するまでには至っていない．また，地

震の揺れの大きさは，表層の地質や地盤の硬軟や堆積

している地層の厚さといった地盤構造に強く影響を受

けるため，1つの市域のような限定された狭い範囲で

も，場所によって計測震度が大きく異なる場合がある．

よって，地震計が 1台しか設置されていないような限

定的な地域内において，細密度計測震度分布を把握す

ることは，すなわち，地域ごとの詳細な被害発生状況

を推測することにつながる．

細密度計測震度分布を把握する直接的な方法は，高

密度に地震計を設置することである．実際に横浜市で

は，150台の地震計を設置しネットワーク化した「横

浜市リアルタイム地震防災システム READY」3)（以

下，READYと呼ぶ）を構築し，即時に細密な計測震

度分布を求めている．しかし，地震計を多数設置する

手法は，地震計の設置・保守ともに高価となり，財政

的に余裕のある一部の地方自治体を除いて，早期に採

用するのは困難な方法である．

そこで，本研究では，岩手県盛岡市を例として，独

立行政法人防災科学技術研究所の全国強震観測ネット

ワーク Kyoshin Net 4)（以下，K-NETと呼ぶ）にお

ける 1 地点の地震動データから，細密度計測震度分

布を地震発生後短時間で推定する「地盤応答震度推定

法」を組み込んだ地震災害時初動活動支援システムを

提案する．

以下，2章では，市町村の災害対策本部における初

動活動の現状と課題を明らかにする．3章では，新し

く提案する初動活動支援システムのデザインを述べ，

開発したプロトタイプを概観する．4章では，地盤応

答震度推定法の妥当性評価と想定利用者によるシステ

ム評価を述べ，5章では，実際の地方自治体で本提案

システムを導入する場合の考察を行う．最後に 6章で

まとめを述べる．

2. 市町村における災害対策本部の初動活動の
現状と課題

地震災害発生時に災害対応活動の中心となるのは，

都道府県や各市町村に設置される災害対策本部である．

災害対策本部の機能は，災害情報の収集・処理・伝達

機能や災害対応活動の指揮・指令機能などである．災

害対応活動のうち，地方自治体にとって災害発生初期

に最も重要となる活動の 1つは初動活動である．

本論文では初動活動を，大地震が発生した場合に行

われる「被害情報の収集と把握を行う活動」や「被害

現場で迅速な対処を必要とする活動」といった，地震

災害発生後すぐに行う必要がある応急対応活動と定義

する．

初動活動の中心となる防災機関のうち，まず，全県

的な災害対応活動を担当する岩手県総務部総合防災室

に対してヒヤリング調査を実施した．2004 年 10 月

12 日に岩手県庁総合防災室において，防災の実務を

担当している主任クラスの 3 名にヒヤリングを行っ

た．その結果，県レベルの災害対策本部は，市町村か

らの被害報告をまとめるなどの総括的な業務を行って

おり，実際に住民からの通報を受け，初動活動の実務

を行うのは，市町村の災害対策本部であることが明確

になった．

そこで，岩手県の県都である盛岡市を対象として，

初動活動の実務を調査することとした．盛岡市で防

災を担当している部署は，総務部消防防災課である．

2004年 10月 19日に消防防災課職員に対してヒヤリ

ングを実施し，災害対策本部における初動活動の現状

と課題を調査した．ヒヤリング対象者は，災害発生時

に対策本部などの実務を担当する防災に精通した市職

員である消防防災課の課長と盛岡市広域消防本部から

の出向者で消防現場に精通した消防官である同課長補

佐の 2名である．

2.1 災害対策本部における初動活動の現状

一般に，地震災害を時間軸でみると，災害が発生す

る以前の災害準備期，発災後の応急対応期，その後の

復旧・復興期に区分することができる5)．

地震が発生した場合，発生直後から初動活動実施に

至る応急対応期のプロセスを図 1 に示す．この図は盛

岡市を例にしたものであるが，地方自治体においては

一般的なものと考えられる．

図 2 に盛岡市災害対策本部の組織図を示す．災害対

策本部は，本部長（市長），本部員（部長級の市職員），

本部事務局員（消防防災課職員）で構成され，被害情

報の収集・整理，初動活動の指示・命令にあたる．
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図 1 盛岡市における応急対応期のプロセス
Fig. 1 Process of emergency operation stage

in Morioka City.

図 2 盛岡市災害対策本部組織図
Fig. 2 Organizational tree of the head office

for disaster operation in Morioka City.

盛岡市では，大地震が発生すると，まず，消防防災

課の防災担当職員が地震の震源や規模，計測震度と

いった基本的な地震情報の収集を始める．

それと並行して，地震発生直後の緊急措置が行われ

る．市庁舎内においては，来庁している市民や業者の

安全確保および避難誘導が最優先される．また，総務

部管財課が市庁舎の施設や設備の被害調査を行い，状

況を消防防災課に報告する．

次に，計測震度の階級により，災害対策本部などが

設置される．震度 5強・5弱の場合は，災害警戒本部

が設置され，市職員は盛岡市地域防災計画に基づき特

別警戒配備につく．震度 6弱以上の場合は，災害対策

本部が設置され，非常配備の体制となる6)．

図 3 に盛岡市における地震災害時の情報伝達系統図

を示す．被害情報は，市民や地域の町内会あるいは市

の出先機関から連絡がある．盛岡市における過去の震

図 3 盛岡市における地震災害時の情報伝達系統図（文献 6)

の「地震に関する伝達系統図」を参考に加筆・修正）
Fig. 3 Communication diagram of earthquake disaster

information in Morioka City.

災発生時の例では，人命危険情報や財産危険情報（家

屋倒壊や道路破損など）のほとんどが，盛岡市広域消

防本部の消防指令（119番の緊急電話を最初に受付け

る部署）に入電されている．これらの災害情報を災害

対策本部と広域消防本部が共有し，連携して初動活動

にあたっている．

主な初動活動のうち，人命救助や火災鎮圧といった

対応活動は消防および地元消防団，被害情報の収集・

把握に関することは災害対策本部が行うという役割分

担が確立している．また，甚大な被害が発生した重要

箇所には，災害対策本部の本部員を直接派遣し，災害

現場で迅速な意思決定を行うこととしている．

盛岡市の場合，災害対策本部設置までの時間は，地

震発生から 10分程度を目標としている．しかし，大

地震が発生した場合，大規模な停電や電話設備の一時

的な不通のため，市民が救急通報を行うができず，消

防指令に被害情報が入ってこない「情報の空白」が生

じる可能性が大きい．そのため，実際に初動活動が機

能するには，地震の規模により，数十分程度から数時

間以上の時間を要するものと考えられる．

2.2 災害対策本部における初動活動の課題

ヒヤリング調査の結果，いくつかの課題が明らかに

なった．行政における災害対策本部の役割として，被

害情報の収集や確認が重要であることは自明である．

しかし，盛岡市災害対策本部では，その重要な活動の

ほとんどを，市民からの電話通報に頼っているのが現

状である．被害発生の情報が入ってきてから，地元消

防団に依頼し，災害現場の状況確認や現場周辺の巡回

を行っており，受動的な初動活動になっている．その

ため，全体の被害状況把握に時間を要してしまうとい

う課題がある．
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また，被害情報の集約においても，すべて，マンパ

ワーで対応している．被害の集計は本部事務局職員が

手計算で行っている．被害発生の位置情報は，本部事

務局職員が電話で聞き取った住所を紙地図で探し，そ

の場で記入している．これらの方法では，ヒューマン

エラーによる集計漏れや複数の情報を同時に受け取っ

た場合に記入漏れが発生する恐れがあり，正確な被害

情報の把握という面で課題がある．

さらに，応急対応期には情報が錯綜するため，災害

対策本部の中で混乱が生じる場合があることが分かっ

た．過去に地震災害が発生した際，次のような問題が

起こった．市民からの緊急電話（119番）が短時間に

集中して入電したため，すべての消防隊が出動した．

しかし，災害対策本部では，各消防隊の活動状況を黒

板に手書きで表示しているため，本部職員は各消防隊

の現在位置や対応活動がどの程度まで進んでいるのか

といった進捗状況を把握しにくい状況に陥ったという．

災害対策本部において，混乱した状況下でも，災害現

場の位置情報や現場対応の進捗状況を的確に把握する

ことが課題であることが分かった．

以上のヒヤリング結果をまとめると，災害対策本部

における課題は次の 3点にまとめることができる．

• 課題 1：初動活動が受動的であるため，被害状況

の把握に時間を要している．

• 課題 2：災害対策本部にコンピュータシステムが

導入されておらず，災害現場の被災情報の確認や

全体の被害情報の集約に手間取っている．

• 課題 3：複数の災害現場の位置情報や対応活動の

進捗状況の情報を文字情報のみで表示しているた

め，それらの情報を一目で把握しにくい．

3. 地盤応答震度推定法を組み込んだ初動活動
支援システムの提案

筆者らが提案する地盤応答震度推定法を組み込むこ

とにより，地震災害発生直後の「情報の空白」が生じ

た状況下においても，災害対策本部職員が自ら被害発

生箇所を推測し，消防隊および地元消防団に対して巡

視などの指示を行うことができるような能動的初動活

動を支援するシステムを提案する．

3.1 初動活動支援システムのデザイン

3.1.1 システムアーキテクチャ

初動活動支援システムのアーキテクチャを図 4 に示

す．計測震度を推定するために必要となるデータは，

実地震の波形データと常時微動の波形データである．

常時微動とは，人間が直接感じることのできない微小

な地盤の振動のことである．

図 4 システムアーキテクチャ
Fig. 4 System architecture.

実地震データは，インターネット経由で K-NETを

運用している防災科学技術研究所のホームページから

入手する．その地震データは，地震発生から 5分程度

で即時公開されている．地震データの入手を行うのは，

発生した地震情報を収集している地方自治体の防災担

当課の職員である．

常時微動データは，災害準備期において，高感度地

震計により複数地点の観測を行い，解析結果を常時微

動サーバにデータベース化しておく．データベース化

するデータは，常時微動の 3成分（東西，南北，上下

の 3方向）記録のうち，水平動スペクトルを上下動ス

ペクトルで除したスペクトル比（以下，H/V スペク

トル比と呼ぶ）の数値データである．

公開地震データを入手後，専用端末 PCを用いて計

測震度計算を行う．公開地震データを入手後，5分程

度で推定計算処理を行い，地理情報システム（Geo-

graphical Information Systems，以下，GISと呼ぶ）

上の電子地図に表示することを想定している．推定計

測震度計算を行う専用端末 PCと常時微動サーバや計

測震度推定計算処理サーバは，地方自治体庁舎内のコ

ンピュータネットワークで接続されている．

地震発生から 10分程度で自治体庁舎内の会議室に

災害対策本部が設置され，防災担当部署は，本部事務

局に移行し，事務局の情報入力 PC に電源が投入さ

れる．この情報入力 PCから，計測震度推定計算処理

サーバと GIS サーバにアクセスし，推定計測震度計

算が完了していることを確認する．本部対策会議室の

情報出力 PCから，同会議室の情報表示スクリーンに

推定計測震度を相対表示したものを映し出し，本部員

がこの情報を共有する．

災害対策本部では，推定された計測震度が大きい地

域を最優先に消防隊や地元消防団の巡回活動を行うよ

う指令・指示を出す．この指令・指示は，市民からの

被害情報を受けてから発令するのではなく，被害発生
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の可能性が高い推定計測震度の大きい地域に対して，

能動的に発令する．この能動的かつ優先的な巡視によ

り，災害発生情報の収集や被害状況の確認を迅速に行

うことが可能となる．

3.1.2 システムデザインのポイント

本提案システムのデザインのポイントを述べる．第

1のポイントは，地盤応答震度推定法を組み込むこと

により，細密度計測震度分布を安価な費用で推定する

システムをデザインしたことである．地盤応答震度推

定法については，3.2節でその概要を述べる．

地震発生後に計測震度を推定し，GISを用いて被害

情報を収集する地震防災情報システムの代表的な例は，

横浜市の READY 3) や山田らが提案する防災情報シ

ステム7)などがあげられる．これらのシステムは，応

急対応期においては，大きく次の 3段階の情報処理手

順で構成されている．すなわち，数秒から数分程度の

早い時間で大まかな震度分布を把握するフェーズ 1，

十数分から数十分程度の時間で詳細な震度分布を推定

するフェーズ 2，収集した被害情報をGIS上に表示し

被災状況を把握するフェーズ 3である．

横浜市の READYは，フェーズ 1で市内 150カ所

に配置した地震計の観測データをもとに 3 分程度を

目標に震度分布を把握し，フェーズ 2で地震計の観測

データと地盤増幅度を用いて詳細な震度分布推定を行

い，フェーズ 3 で収集した被害情報を GIS上に表示

する．また，山田らが提案する防災情報システムは，

フェーズ 1で衛星配信の震源情報と距離減衰式または

国土数値情報を利用して広域震度分布推定を約 1秒で

行い，フェーズ 2は，地震工学やリモートセンシング

の技術でカバーするとし，フェーズ 3で時空間情報シ

ステムDiMSIS 8)に機能を追加して，デジタルカメラ

で撮影した被害情報などを表示している．

横浜市の READY は，地震計を多数配置する必要

があり，システムを構築する初期費用，維持経費とも

高額となる．また，山田らが提案する防災情報システ

ムは，被災地の外に防災情報センタを設置して，県と

市町村との連携システムを構築するなど，地震防災情

報システムの全体構成が大規模で，多くの費用と時間

をかけ，システム全体を構築する必要がある．

そこで，本研究では，安価なシステム構築費で細密

度計測震度分布を推定することが可能なシステムをデ

ザインした．フェーズ 1 は，発生した地震の情報を，

本システムではなく，テレビやラジオなどの報道機関

から入手して，5分程度で大まかな震度分布を把握す

る．フェーズ 2で，1カ所の地震観測点で得られた地

震動データに対して，地盤種別ごとに応答計算を行う．

図 5 地盤応答震度推定法を組み込んだ情報処理手順
Fig. 5 Procedure of information processing in estimation

method of seismic intensity on ground response.

その結果と事前にデータベース化した H/Vスペクト

ル比を用いて，5分程度で推定計測震度を計算し，得

られた数値を 3 段階に区分して GIS 上に出力する．

フェーズ 3で，対策本部に連絡のあった被害情報をシ

ステムに入力し，被害者数などの自動集計を行う．ま

た，GIS上に各種被害情報の位置や現場での応急対応

の進捗状況をアイコンで表示する．

このうち，本研究で新たに提案する情報処理手順は，

フェーズ 2の処理手順である．これを図化して図 5 に

示し，以下にその詳細を述べる．まず，K-NETホー

ムページの即時公開データから該当する実地震動デー

タを入手する．次に，このデータを入力波として，地

震工学分野で一般によく用いられる一次元地盤応答解

析プログラム9)（以下，SHAKEと呼ぶ）を用いた応

答計算を地盤種別ごとに行う．この計算により求めた

複数の地震波を高速フーリエ変換（以下，FFT と呼

ぶ）によりスペクトル解析し，応答スペクトルを求め

る．災害準備期に観測・解析してデータベース化して

おいた常時微動データベースから，H/V スペクトル

比を取り込む．これらのデータを用いて，地盤応答震

度推定法により計測震度の推定計算を行う．そして，

計算した結果は，大・中・小の 3段階に色で相対表示

し，GIS上のユーザインタフェースに出力する．
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図 6 GIS 上のユーザインタフェースの表示例
Fig. 6 Example of user interface on GIS.

以上の情報処理で表示された相対色表示により，災

害対策本部職員は，推定計測震度が大きい地域を視覚

的に一目で把握しやすくなる．消防隊や地元消防団は，

災害対策本部からの指令により，推定計測震度が大き

く被害の発生確率が高い地域から優先的に巡視活動を

行う．本システムは，この能動的な初動活動を支援し，

被害の全体把握に要する時間の短縮を図ることで，2.2

節で述べた課題 1を解決することを目的としている．

第 2のポイントは，住民から通報があった被害情報

や初動活動の進捗状況を表示する GIS 上のユーザイ

ンタフェースをデザインしたことである．阪神・淡路

大震災の初動活動の教訓をふまえて構築された兵庫県

のフェニックス防災システム10) は，本システムと同

様，GIS上に被害情報を表示できる機能を持っている．

しかし，初動活動の進捗状況の変化に対応できる機能

が十分とはいえない．本システムでは，時間の経過と

ともに変化していく初動活動の進捗状況の変化をアイ

コンの表示を変化させることで表現し，初動活動の状

況変化に対応できる工夫をした．

本システムで求めた推定計測震度の数値結果を 3

段階の相対色表示に区分し，GIS 上のユーザインタ

フェースに表示した例を図 6 に示す．このユーザイ

ンタフェース上に並んで表示される被害一覧タブや被

害集計タブは，2.2節で述べた課題 2に対応している．

すなわち，このタブ表示機能は，地震被害情報サーバ

に入力された災害情報を自動的に集計しており，被害

情報全体の迅速な把握や正確な数値集計を可能にして

いる．また，GIS上のユーザインタフェースに被害情

報を図案化したアイコンや道路の交通遮断箇所情報を

示したアイコンなどを同画面に表示し，災害対策本部

内での情報共有性を高めるデザインとした．これは，

2.2節の課題 3に対応したデザインで，初動活動の進

捗状況などを視覚的に把握することを狙っている．

3.2 地盤応答震度推定法の提案

筆者らは，常時微動データを用いて地震動を推定す

る先行研究をもとに，K-NET観測点における地震動

データと H/Vスペクトル比との 2つのデータから計

測震度を推定する計算手法を提案してきた．それは，

既存の計算手法を組み合わせて計測震度を推定し，さ

らに地盤構造を反映させることができるように改良を

加え，推定精度を高めることを目指した計算手法であ

る．筆者らはこの計算手法を地盤応答震度推定法と呼

んでいる．

丸山らが提案している計算手法11) では，H/Vスペ

クトル比とK-NET観測点における地震動記録から地

震計の設置されていない地点の応答スペクトルを求め

ることができる．また，齋田らの提案している計算手

法12) を用いれば，基準点の地震観測記録と複数の常

時微動観測記録を用いて，細密度な計測震度分布を把

握することができる．

両者の計算手法を組み合わせることにより，K-NET

観測点における地震記録から細かい地域ごとの細密度

計測震度分布を地震発生後短時間で求めることが可能

であり，筆者らは計測震度を推定する一手法として提

案を行っている13)．以下に，その計算手順を示す．

計測震度を推定したい地点 J の加速度応答スペク

トル SJ
A は，K-NET観測点の地震記録の加速度応答

スペクトル SK−NET
A と 2点間の常時微動 H/Vスペ

クトル比の比 r
J/K

H/V
を用いて，次式で推定できる．

SJ
A = SK−NET

A · rJ/K−NET

H/V
(1)

また，速度応答スペクトル SJ
V の推定式は，速度応

答スペクトル SK−NET
V と 2点間の常時微動 H/Vス

ペクトル比の比 r
J/K

H/V
を用いて，次式で推定できる．

SJ
V = SK−NET

V · rJ/K−NET

H/V
(2)

また，スペクトル強度 SI および修正スペクトル強

度 MSI は次の 2つの式で求める．

SI =

∫ 2.5

0.1

SJ
V h=0.05 dT (3)

MSI =

∫ 0.5

0.1

SJ
A h=0.05 dT (4)

SI とMSI から最大速度 Vmax と最大加速度 Amax

を次の 2つの式で求めることができる．

Vmax = 0.3 × SI (5)

Amax = 1.2 × MSI (6)

計測震度と地震動指標の関係については種々検討さ

れているが，翠川らは最大速度 Vmax と最大加速度

Amax の積と計測震度 I には高い相関があり，計測震
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度 I は，次式で表されることを示している14)．

I = log(Vmax + Amax) + 1.38 (7)

以上の計算手順は，常時微動を観測した地点におい

て，どの地点の地盤構造も同じような構造の場合に適

用することができる．しかし，盛岡市域は，単純な地

盤構造ではないため15)，盛岡市域全体の計測震度を精

度良く推定するのは難しいと考えられる．

そこで，この問題を解決するため，地盤構造を反映

させることができるように改良を加え，地盤応答震度

推定法として提案した16)．この推定法の特徴は，1つ

の基準点で観測した地表地震波から，複数の地点の地

表地震波を推定できることである．以下に，その計算

手順の概要を述べる．

まず，K-NET観測点を基準点とする．これに対し

て，地盤構造が違うと考えられる区域においては，そ

の区域内で地盤構造が推定されている地点を選定し，

新たな基準点（以下，NBaseと呼ぶ）とする．次に，

基準点で観測した実地震波をもとに，SHAKEを用い

た逆応答計算を行い，地下基盤に入射する共通した地

震波（以下，入射地震波と呼ぶ）を求める．最後に，

NBaseにおいて，再び，SHAKEの応答計算を用いて，

入射地震波から地表での地震波を求める．このNBase

の地表地震波の加速度応答スペクトル SNBase
A と地盤

構造が異なる区域内にある点 NJ と NBaseの 2点間

の常時微動 H/V スペクトル比の比 r
NJ/NBase

H/V
を用

いて，式 (1)から式 (7)と同様な計算手順により，地

盤構造が異なる区域内ごとの常時微動観測点における

計測震度 I を推定する．

3.3 プロトタイプ開発

3.3.1 プロトタイプ開発の環境

初動活動支援システムのプロトタイプを開発した17)．

図 4 に示したシステムアーキテクチャをもとに，初動

活動支援機能の中心となる被害情報の表示と集計機能

の部分を中心に実装した．プロトタイプ開発の目的は，

設計した情報処理手順をシステムとして実装し，推定

計測震度や災害情報などを GIS 上のインタフェース

に表示することによって，提案する支援システムの機

能が災害対策本部の初動活動の課題を解決するために

有効であるかどうかを評価するためである．

図 7 にプロトタイプのアーキテクチャを示す．実装

した機能は，推定計測震度や被害情報をGIS上のユー

ザインタフェースに表示する機能とそれを通じて報道

発表用の資料作成を支援する機能などである．これ以

外の部分については，実運用環境時に実装し，検証す

ることとした．

今回のプロトタイプ開発で未実装な部分は，K-NET

図 7 プロトタイプのアーキテクチャ
Fig. 7 Prototype of architecture.

データを取り込んだ後の計測震度推定計算を自動的に

行う部分とその計算結果を自動的に 3段階の相対区分

に変換し GIS 上のユーザインタフェースへ表示させ

る部分である．プロトタイプの計測震度推定計算部分

は，SHAKEなどの既存のソフトウエアを組み合わせ，

対話的処理を行うことにより実装している．また，プ

ロトタイプの実地震波を取り込む部分は，K-NETの

ホームページから盛岡観測点の実地震波データを手動

でダウンロードし，計測震度推定計算処理サーバに取

り込んでいる．

図 7 に示した構成を実験サーバ上に実装した．実

験サーバに採用した OSはWindows2000serverであ

る．GISソフトは，ESRI社のArcView 8.3を用いた．

ベースとなる電子地図は，（株）ゼンリンの ZMAP2500

盛岡市を用いた．開発言語は，Visual Basic 6.0とAr-

cViewのコンポーネント機能を有するMapObject 2.2

を組み合わせて使用し，電子地図上に各種災害情報の

アイコンなどを表示させる機能を開発した．データ

ベース管理ソフトは，Oracle 9i を用いており，地震

波や常時微動の解析スペクトルの数値データや各種被

災情報などを格納している．地震被害情報データベー

スには，火災や建物被害などの被害種別，被害概要，

死者数や負傷者数，被害者の住所，氏名，年齢などが，

リレーショナルな構造で格納されている．システム化

にデータベースを用いた理由は，計測震度推定計算用

の常時微動 H/Vスペクトル比のデータが大量の数値

データであり，これを扱うにはデータベースを用いる
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ことが有用と判断したためである．

プロトタイプにおける情報処理手順は次のとおりで

ある．

( 1 ) 地震波データの取り込みを行う（図 7 (a)，プロ

トタイプでは手動で取り込む）．

( 2 ) SHAKEを用いて地盤種別ごとに応答計算を行

う（図 7 (b)）．

( 3 ) FFT を用いて地震波データのスペクトル解析

を行う（図 7 (c)）．

( 4 ) 常時微動データベースから H/Vスペクトル比

データの取り込みを行う（図 7 (d)）．

( 5 ) 計測震度推定計算処理を行う（図 7 (e)，プロ

トタイプでは既存ツールを用いた対話的処理で

実装）．

( 6 ) 算出された推定計測震度を GIS 上のユーザ

インタフェースに 3 段階で相対的に表示する

（図 7 (f)）．

( 7 ) 地震被害情報を，GIS上のユーザインタフェー

スにアイコン表示する．同時に情報ウィンドウの

被害一覧タブなどにも一覧表示する（図 7 (f)）．

( 8 ) ユーザインタフェースを通して，報道発表資料

作成支援を行う（図 7 (g)）．

3.3.2 プロトタイプのユーザインタフェース

2.2節で述べた災害対策本部における課題を受け，初

動活動支援システムに必要な機能を明確にするため，

システムの想定利用者にヒヤリングを行った．ヒヤリ

ングは，2005年 7月 12日に提案システムの想定利用

者である盛岡市消防防災課の課長補佐と主任の 2名を

対象として，消防防災課内で実施した．その結果，得

られた必要な機能のうち，重要であるとの指摘を受け

た機能を以下に示す．

• 災害現場における応急対応活動の進捗状況を入力
し，電子地図上にアイコンとして表示する機能．

• 道路被害により発生した交通遮断箇所を入力し，
電子地図上にアイコンとして表示する機能．

• 避難指示・避難勧告の範囲を描画し，表示する機能．
• 集計された被害情報から報道機関用の資料を作成
する機能．

上記の機能について，その要求仕様を検討し，ユー

ザインタフェースを試作した18)．災害対策本部におけ

る支援システムでは，災害発生の緊迫した状況下でも，

各種情報を正確に把握でき，間違いの少ない操作がで

きることが重要であることから，電子地図上に視覚的

に情報を表示できる GIS インタフェースでの利用を

想定した．以下に試作したユーザインタフェースの表

示例を示す．

図 8 応急対応活動における進捗状況の表示例
Fig. 8 Screen of progress situation in emergency

operation.

( 1 ) 作業進捗状況の入力・表示機能

災害現場における応急対応活動の進捗状況を，GIS

上のインタフェースにアイコンとして表示できるよう

にした．表示できる災害の種類は，建物被害，火災，

道路被害，崖崩れである．アイコン表示を作業進捗の

状況に応じて変化させることにより，進捗状況の推移

を視覚的に把握できるように工夫した．進捗状況は，

未（未対応）・中（対応中）・済（対応完了）の 3段階

で表現される．

図 8 に，消火活動が未対応という意味を有するアイ

コンを表示した例を示す．

( 2 ) 交通遮断箇所の入力・表示機能

道路被害や建物倒壊などのため．交通が遮断されて

いる位置を GIS 上のインタフェースにアイコンとし

て表示できるようにした．交通遮断の全面通行止め，

緊急車両通行可能，一般車両通行可能といった種別を

被害情報入力欄のプルダウンメニューに組み込み，被

害情報入力と同じ操作で入力できるようにした．

図 9 に，全面通行止めと緊急車両通行可能の交通遮

断種別を表示した例を示す．

( 3 ) 勧告範囲の描画・表示機能

災害対策本部で発令される避難指示や避難勧告の範

囲を，GIS上のインタフェースに描画・表示できるよ

うにした．範囲を表示する場合は，発令レベルに応じ

た配色を行うことができる．この機能により，発令範

囲を視覚的に一目で把握することが可能になる．

図 10 に避難指示範囲（赤色）と避難勧告範囲（橙

色）を表示した例を示す．

( 4 ) 報道発表資料作成支援機能

図 11 は報道発表用資料画面の例を表示したもので

ある．被害情報データベースに格納された情報をもと

に，集計された死傷者数などの数値情報と，個人情報
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図 9 交通遮断箇所の表示例
Fig. 9 Screen of place to block up the street.

図 10 避難指示範囲と避難勧告範囲を表示した例
Fig. 10 Screen of range of refuge order and refuge advice.

図 11 報道機関向け資料を表示した例
Fig. 11 Screen of material for the press.

を除いた人的被害の詳細情報を自動的に生成する．「人

的被害状況の詳細」情報には，地区・年齢・性別と被害

概要のみが掲載される．これは，データベースから住

所と性別，被害詳細のみ取得し，年齢は「何歳代」か

のみが分かるように変換表示している．表示されてい

る情報は，画面上でコピーでき，ワープロ文書やWeb

サイトへペーストして利用することが可能となってい

る．また，いつの時点の情報かが分かるように，日付

や時刻も自動的に表示される．

3.3.3 システムの利用シナリオ

初動活動支援システムが実装されたサーバは，災害

対策本部が置かれる地方自治体の庁舎会議室に設置す

ることを想定する．地震の規模が大きければ，地震発

生直後に停電することが予想されるが，通常，サーバ

を設置する際は無停電電源装置をバックアップに備え

ている．また，地方自治体の庁舎は非常時に備えて自

家発電機能を有しており，最低限の電力は供給される．

しかし，地震動による建物の揺れにより庁内 LANな

どのネットワーク機器やサーバが正常に動作する保障

はない．そこで，図 4 にある庁舎内の各種サーバや

PCの予備機を災害準備期に用意しておき，災害対策

本部内で小規模な LANを構築して，自律してシステ

ムを動作させることができるよう，事前に備えておく

必要がある．

初動活動支援システムの典型的な利用シナリオを以

下に示す．

• Step 1：地震発生

地震が発生した直後，地方自治体の防災担当者は，

テレビまたはラジオなどの報道機関を通じて，地震の

震源，規模，大まかな計測震度などといった地震情報

を入手する．この地震情報から次のステップに移行す

るかを判断する．

• Step 2：地震データの入手

地方自治体の防災担当者は，K-NETのホームペー

ジから地震発生後に即時公開される地震データをダウ

ンロードする．プロトタイプでは，ダウンロードを手

動で行っているが，本提案システムの実運用時には，

自動化されていない部分を改善する必要がある．特に，

地震データの取り込みについては，防災科学技術研究

所強震観測管理室と共同研究を行い，地震発生をトリ

ガにして，実地震データを自治体に設置した支援シス

テムに自動で取り込むような工夫が必要である．

また，地震データの自動取り込みは，インターネッ

ト回線が正常である場合を想定している．しかし，地

震の規模によっては，回線障害などによりインターネッ

トに接続できない場合も考えられる．その場合の対応

策は，実地震データをK-NET観測点から直接自治体

にも伝送してもらう仕組みを作るという方法が考えら

れる．さらに，財政的に余裕がある自治体では，支援

システムを実運用する時点で，同時に地震計とその観

測データを送信する専用線を設置することが理想的で

ある．

• Step 3：計測震度の推定
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地方自治体の防災担当者は，入手した実地震データ

と常時微動データベースを用いて計測震度推定計算処

理サーバにより，計測震度の推定を行う．

• Step 4：災害対策本部の設置

地震発生後 10分程度を目処に，災害対策本部が設

置され，本部長や本部員が参集する．自治体の防災担

当課は，災害対策本部に本部事務局に移行する．

• Step 5：初動活動の指示

本部事務局となった防災担当者は，本部に用意され

ている情報入力 PCや情報出力 PCに電源を入れる．

本部では，初動活動支援システムの GIS 上のインタ

フェースに表示される推定計測震度の分布表示を参考

にして，計測震度が相対的に大きい地域を優先し，消

防隊や地元消防団に巡視を指令する．

• Step 6：被害情報の入力

巡視している消防隊・消防団や住民などから入って

くる被害情報を入力する．図 6 のユーザインタフェー

ス画面において，ツールボタンから「入力」を押下し，

被害が発生した場所を地図上でクリックすると被害概

要入力画面が表示される．被害種別を選択し，被害概

要，死者数や負傷者数を入力する．人的詳細被害につ

いては，氏名や住所などの個人情報をそのまま正確に

入力する．位置情報は，クリックした地点の情報を地

図情報から自動的に取得できるようになっている．

• Step 7：進捗状況の入力

初動活動を行っている災害現場の消防隊などから

入ってくる対応活動の進捗状況をアイコンにより表示

する．対応が未対応になっている現場に対して，対応

活動が完了した消防隊の中から，最も近くにいる隊に

指示を出す．GISを使って視覚的に災害発生箇所と進

捗状況を把握できていることから，的確な指示を指令

することが可能である．

• Step 8：避難指示・避難勧告の指示

地震の振動により大規模な崖崩れの危険がある場合

などに避難勧告などが発令される．避難勧告などが発

令される場合は，最悪のケースを想定し，実際の被害

範囲より広範囲に発令される傾向がある．時間の経過

とともに，被害の発生範囲が確認され，勧告範囲が段

階的に小さくなっていく．このような時間経過ととも

に変化する範囲情報については，GISを用いることで，

その変化の様子を表示することができる．

• Step 9：被害集計と報道機関向けの情報作成

災害対策本部では，応急対応期の混乱した状況にお

いても報道機関からの各種問合せに正確に対応する必

要がある．報道機関向けの被害集計は，個人情報に配

慮して自動的に生成する機能を用いて作成する．この

機能は，システム上で集計された死傷者数などの数値

情報と個人情報を除いた人的被害の詳細情報を自動的

に生成し，被害地区，年齢，性別と被害概要のみが掲

載されるように工夫してある．

4. 評 価

4.1 地盤応答震度推定法の妥当性評価

4.1.1 評価の目的

岩手県盛岡市および滝沢村の一部を含む東西約

14 km，南北約 19 km の盛岡市域を対象として，地

盤応答震度推定法の妥当性を評価する．

評価方法は，2003年 5月に発生した宮城県沖を震

源とした地震（以下，三陸南地震）の地震動データを

用いて，計測震度を推定するシミュレーションにより

行った．その結果に対して，三陸南地震発生後に調査・

集計されたアンケート震度と比較を行い，評価するこ

ととした．

盛岡のK-NET観測点が稼動してから実測された地

震のうち，計測震度が 5弱以上になった地震は，三陸

南地震のみである．また，盛岡市域で実施された主な

アンケート震度調査は，1994年に発生した北海道東

方沖地震と三陸はるか沖地震，および三陸南地震の 3

地震である．よって，本推定法をシミュレーションし

評価できるデータは，三陸南地震の 1事例しかない．

4.1.2 三陸南地震におけるアンケート震度分布

三陸南地震を対象として，岩手大学工学部と八戸工

業大学が共同で実施したアンケート震度調査19) の概

要を以下に述べる．

( 1 ) 三陸南地震の概要

2003年 5 月 26 日 18時 24分頃，宮城県沖を震源

とする地震が発生した．地震の規模はマグニチュード

7.0，震源は東経 141.8度，北緯 38.8度，震源の深さ

は 70 kmであった．岩手県内では大船渡市，衣川村，

平泉町，江刺市などで震度 6弱を観測し，震央から約

100 km以上離れた盛岡市でも震度 5弱を観測した．

( 2 ) アンケート震度調査

アンケート調査には太田方式アンケート震度算定法

（1998改訂版）を用いた20),21)．同算定法は，地域の

詳細な震度分布を算出することが可能で，広く用いら

れている手法である．改訂版では震度 5～7の高震度

領域においても有効な値が求められるようになってい

るため，今回対象とした地震では，太田方式改訂版が

有効に作用するものとして活用した．

アンケートの調査対象地域は，岩手県盛岡市および

滝沢村である．アンケートは，区域内の全小学校の児

童の家庭を対象として実施した．アンケート震度調査
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表 1 アンケート回収状況（文献 19) より引用）
Table 1 Result of questionnaire survey.

市町村名 児童数 PTA 数 PTA 数/児童数 回収数 回収率 (%) 有効数 有効率 (%) 無効数 地域外数
盛岡市 16,666 12,856 77% 10,620 82.6 9,192 71.5 1,273 58

滝沢村 3,443 2,429 71% 1,927 79.3 1,612 66.4 252 63

計 20,109 15,285 76% 12,547 81.0 10,804 70.7 1,525 121

表 2 盛岡市・滝沢村における最小，最大，平均震度（文献 19) より引用）
Table 2 Average, maximum and minimum of seismic intensities

in Morioka City and Takizawa village.

全データ メッシュ毎（アンケート枚数 3 枚以上）
枚数 最小震度 最大震度 平均震度 区画数 最小震度 最大震度 平均震度

盛岡市・滝沢村 10,381 1.29 6.40 4.45 967 3.24 5.42 4.44

の回収状況を表 1 に，データ解析の結果を表 2 に示

す．盛岡市の小学校は 39 校，対応する PTA 総数は

12,856人，滝沢村の小学校は 8校，PTA総数は 2,429

人である．アンケートを集計した結果，全アンケート

の震度の平均は 4.45となった．

次に，盛岡市と滝沢村を合わせた盛岡市域において，

経度方向 11.25”× 緯度方向 7.5”の区画（250mメッ

シュ）を作成し，震度をデータベース化した．アンケー

ト方式による個人差の影響を軽減するために，1つの

区画においてアンケート数が 3枚以上得られる区画の

みを信頼できるデータとした．図 12 にアンケート震

度の分布図を示す．

震度の比較的大きい箇所と，小さい箇所との差異を

分析した結果，大きい箇所の表層地質は北西部の火山

砕犀物と対応している場合が多く，小さい箇所の表層

地質は洪積世および沖積世の砂礫層や輝緑凝灰岩の岩

盤が分布している区域と対応している場合が比較的多

いことが分かった．

4.1.3 地盤応答震度推定法による計測震度分布と

アンケート震度分布の比較

三陸南地震の際に観測されたK-NETの盛岡観測点

における地震動データと最新の観測で得られた盛岡市

域の H/Vスペクトル比を用いて，提案した地盤応答

震度推定法により計測震度を算出し，同地震における

アンケート震度分布と比較した．

常時微動は，いろいろな方向から伝播する波動の重

なり合ったもので，つねに同じ振動波形が見られると

は限らない．そこで，今回は，まず，最新の観測で得

られた常時微動波形において，全体（約 15分間）の振

幅の平均値を導き出した．次に，2,048個（40.96秒）

を 1区間として区間ごとの振幅の平均値を求めた．そ

して，全体の振幅の平均値より 1 区間の振幅の平均

値が小さい区間をすべてスペクトル解析した．その結

果，スペクトルのばらつきが小さく安定したデータが

図 12 三陸南地震のアンケート震度分布図（文献 19) より引用）
Fig. 12 Distribution of questionnaire seismic intensity of

Southern-Sanriku earthquake.

得られている 49 地点の H/V スペクトル比を評価に

用いた．

地盤応答震度推定法で求めた計測震度とアンケート

震度との相関係数を計算した．その散布図を図 13 に

示す．相関係数は，全体では 0.630となり，個々の数

値はアンケート震度に比較して全体的に大きめに算出

されているものの，相関は比較的良い結果となった．

そこで，推定計測震度が大きい地域について，アン

ケート震度の大きい地域と，どの程度一致している

かを評価することとした．評価方法は，推定震度の大

きい地域（メッシュ）とアンケート震度の大きい地域
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図 13 地盤応答震度推定法による推定計測震度とアンケート震度
の散布図

Fig. 13 Correlation diagram between questionnaire

seismic intensity and estimate seismic intensity.

（メッシュ）のそれぞれの上位 16カ所について，上位

ランキングどうしの一致度合いを計算する方法による．

上位 16カ所とした理由は，推定計測震度を 3段階に

区分したうち，大きな震度（赤表示）にあたる上位 3

分の 1が，今回のシミュレーションで計算した 49カ

所のうちの上位 16カ所に相当するためである．

その結果，一致度合いは 56.3%（16 メッシュのう

ち 9メッシュが一致）となった．メッシュごとの対応

を表 3 に示す．この表は，アンケート震度の上位昇順

に整理した．地域メッシュの番号は，アルファベット

が南北方向で数字が東西方向を示している．

アンケート震度上位のメッシュは，ほとんどが火山

砕犀物に属している．この地層の地盤構造は，他の砂

礫層などに比べ硬軟の地層が交互に出現するような複

雑な構造となっている．そのため，NBaseをどこに設

定するかが，推定計測震度の精度に影響を与えると考

えられる．このことが今回アンケート震度上位でも推

定計測震度が上位にならなかった理由の 1つと推測さ

れる．

一致度合いの程度は 6割弱となり，一致の程度とし

ては精度が良いとはいえない．しかし，一致している

メッシュが近接している箇所をブロックと考えると，

計測震度が大きい地域を大まかに抽出していることが

分かった．図 14 にその結果を示す．

この結果を評価対象地域の防災を所管する盛岡市消

防防災課に提示し，見解をうかがった．「盛岡市の現実

的な災害対応能力は，同時多発的に救助を要する震災

が発生した場合を考えると，救助隊および警防隊を合

わせて最大で 15 から 20 の消防隊をいっせいに出動

表 3 推定計測震度とアンケート震度との一致対応表
Table 3 Correspondence table between estimate seismic

intensity and questionnaire seismic intensity.

図 14 推定計測震度とアンケート震度の一致メッシュ分布図
Fig. 14 Mesh map of agreement between estimate seismic

intensity and questionnaire seismic intensity.
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できる人員と車両・装備を有している．図 14 を見る

と，両震度が一致しているブロックが市域の北西部で

2カ所ある（図中の実線で囲んだ地域）．このブロック

は，地盤が軟弱として知られている地域とおおよそ合

致しており，被害の発生予測箇所を抽出している可能

性が高い．また，推定計測震度が大きい地域ブロック

と単独メッシュ合わせて，6カ所程度の地域が抽出さ

れていることが分かり（図中の実線と破線で囲んだ地

域），盛岡市の災害対応能力で対応できることが推測

できる．このようなデータを得られれば，実際の初動

活動時に有効である」との評価をいただいた．このこ

とから，応急対応期に必要とされる，被害発生地域の

大まかな把握という観点からみると，本推定法に一定

の有用性があるといえる．

また，盛岡市が地域防災計画で想定している計測震

度は，内陸直下型地震で 5 弱から 6 強の震度である

が，今回評価に用いた三陸南地震より大きな地震が発

生した場合，本システムで推定した計測震度の大きな

ブロックやメッシュの合計数が災害対応能力を超えた

と判断されれば，すぐに近隣の市町村に緊急応援を求

めるなどの体制を整えることができ，今後発生する大

地震の際にも有用であると考えられる．

4.2 想定利用者によるシステム評価

4.2.1 評価の目的

提案した初動活動支援システムの有効性を評価する

ため，実装したプロトタイプを用いて，想定利用者に

よる評価を実施した．評価の実施に際しては，盛岡市

消防防災課と盛岡広域消防本部のご協力をいただき，

2005年 12月 22日に盛岡広域消防本部庁舎内の会議

室を会場として行った．実際に評価を行っていただい

たのは，災害発生時に災害対策本部職員として初動活

動に従事する盛岡市総務部消防防災課職員 3名（課長，

課長補佐，係員）と盛岡広域消防本部職員 4名（署長，

指令課長，係長，係員）で，合計 7名から回答を得た．

評価の被験者数は少ないが，災害対策本部で意思決

定を行う管理職，システムの想定操作者である課長補

佐や係員，また，消防隊に指令を下す管理職や消防本

部機関の総責任者など，広い行政的経験と深い専門的

知見を持つ方々から評価していただいた．

4.2.2 評 価 方 法

評価方法は，まず，プロトタイプに実装した機能を

評価実施会場のスクリーンで説明し，次に会場と大学

研究室を VPNで結び実験サーバにアクセスした状態

で，プロトタイプが実際に動作する様子を見ていただ

きながら，各種機能や操作方法の説明を行った．プロ

トタイプの操作時に，随時，口頭で質問をしてもらい，

図 15 実装機能の有効性評価結果
Fig. 15 Results of the user questionnaire on implement

function.

図 16 表示機能の視認性評価結果
Fig. 16 Results of the user questionnaire on indicate

function.

実装した機能を十分理解していただいたところで，ア

ンケート用紙に記入していただくという形式をとった．

4.2.3 アンケート評価の結果

プロトタイプによる評価の視点は，実装した機能が

災害対策本部で役立つかという有効性と表示した情報

を容易に理解できるかという視認性である．具体的な

調査項目は，実装した機能のうち，「避難指示・避難

勧告範囲の描画・表示」，「災害現場における初動活動

作業の進捗状況の入力・表示」，「道路被害により発生

した交通遮断箇所の入力・表示」の 3項目とし，5段

階評価を行った．5段階の評価点は，「有効だと思う」

の 5が最も高く，「有効だとは思わない」の 1が最も

低い．

評価結果を図 15，図 16に示す．有効性については，

「避難指示・避難勧告範囲表示の有効性（4.7）」，「進捗

状況表示の有効性（4.4）」は比較的良好な結果となっ

たが，「交通遮断箇所表示の有効性（3.6）」について

はあまり良好な結果とはならなかった．視認性につい

ては，「避難指示・避難勧告範囲の描画・表示（4.4）」

が比較的良好な結果を得たものの，「進捗状況のアイ

コン表示（3.3）」および「交通遮断箇所のアイコン表

示（3.1）」については良好な結果とはならなかった．

評価実施時のアンケート用紙に自由記入していただ

いたコメントでは，支援システムの導入により被害情

報の集約が短時間にできる，という回答を得た．これ

は，2.2 節で述べた課題 2に対して，本提案システム

導入により被害情報の迅速な把握という面で，一定の

効果があるということを示唆している．
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しかし，プロトタイプに実装した機能の有効性・視

認性の評価は，全体的には十分に良好といえない結果

となった．特に，視認性に関しては，アイコンの大き

さや配色などについて検討の余地があることが明らか

になった．

実際の災害対策本部では，災害対応作業の進捗状況

の把握が重要であると考えられる．そのため，作業状

況のアイコン表示について，現状のアイコンでは視認

性が良くなく，アイコン表示の中に漢字で記している

「未（未対応）」，「中（対応中）」，「済（対応済）」の色

分けや大きさを改善する必要がある．

また，交通遮断箇所を単にアイコンのみで表示する

と，どの区間が遮断されているかなどの判断がしにく

いと考えられる．そのため通行できない道路区間を線

的に着色するなどの方法により，視認性をより良くす

るための改良が必要である．

以上のような視認性に関する改良を実装することに

より，2.2節で述べた課題 3を解決することが可能に

なり，支援システムに GIS インタフェースを採用す

る効果をさらに増すことができるようになると考えら

れる．

今回の評価では，地盤応答震度推定法自体の評価は

4.1節で行っているが，推定法を提案システムに取り

込んだ場合の時間的効果に関する評価は行っていない．

K-NETの地震データの取り込みから計測震度推定計

算を行って GIS 上のユーザインタフェースへ出力す

るまでの作業時間の評価は，今後，防災訓練などで検

証する必要がある．

5. 考 察

5.1 統合型地理情報システム環境での実装

統合型GISとは，地方自治体の LANなどのネット

ワーク環境下で，自治体内部で共用できる地理データ

を共用空間データとして整備・管理・運用し，関係する

各部署において利活用する自治体内部の横断的なシス

テムである22)．本研究で評価対象とした盛岡市では，

2000年度から市販の住宅地図を基本地図とした GIS

の構築が開始され，全国に先駆け，障害者向けのバリ

アフリーマップや洪水ハザードマップなどを市民に提

供している23)．2005年度からは，1/500縮尺の道路台

帳図をベースとした基本地図の作成が進められており，

2006年度中には，本格的な統合型 GISに移行する予

定である．盛岡市の統合型 GIS のシステムアーキテ

クチャを図 17 に示す．統合型GISを構成するサーバ

は 3台である．OSは，3台ともWindows2003Server

を用いている．データ管理サーバには，共用空間デー

図 17 盛岡市統合型 GIS のシステムアーキテクチャ
Fig. 17 Integrated Geographical Information Systems

in Morioka City.

タベースが構築されている．データベース管理システ

ムは，Microsoft 社の SQLServer2000sp3a を用いて

いる．リレーショナルデータベースとGISソフトを連

携させるソフトウエアは，ESRI社の ArcSDE9を使

用している．アプリケーションサーバは，データ管理

サーバと連携し，マップサービスの生成や空間サーバ

の管理を行っている．GISサーバソフトには，ESRI

社の ArcIMS9を用いている．

盛岡市の統合型 GIS 上に，本支援システムを実装

する場合のメリットは 2つある．1点目は，既存の統

合型 GIS のアーキテクチャを変更することなく，本

システムを導入可能なことである．すなわち，図 4 の

推定計算処理サーバや地震被害情報サーバは，図 17

の個別主題サーバ群に追加することで構成でき，GIS

サーバは，統合型 GISサーバ群と共有可能である．2

点目は，統合型 GIS 上で，災害対策本部と担当部署

が地下埋設管渠の被害情報を共有できることである．

盛岡市の基本地図は 1/500縮尺であるため，1/2500

縮尺では詳細に表示できない水道管や下水道管の管路

網データを GIS 上に展開できる．これにより，対策

本部と担当部署が地下埋設管渠の被災情報を共有する

ことで，復旧・復興期への移行をスムーズに行うこと
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ができる．

一方，デメリットは，大地震時でもシステムが確実

に動作するという健全性の担保がないということであ

る．そのため，地震による障害で庁舎内ネットワーク

が動作しない場合に備え，バックアップサーバを用意

しておかなければならない．盛岡市では，大地震が発

生した場合の庁舎内 LANの障害を想定し，災害対策

本部用に非常用 LAN を構築する体制をとっている．

もし，庁舎内 LANに障害が発生した場合は，共用空

間データが格納されているデータ管理サーバやアプ

リケーションサーバなどを含め，本支援システムを対

策本部用の LAN上で構成できるよう，バックアップ

サーバを災害準備期に用意しておく必要がある．

5.2 システムの汎用性

本支援システムの汎用性は，次の 3つに整理できる．

1点目は，本システムを統合型GISに実装する場合の

汎用性である．地方自治体における統合型 GIS の導

入は，2004 年度の調査によると，導入済みと整備中

を合わせて，都道府県で 32%，市町村で 12%と進ん

できている24)．各自治体は，統合型 GISを導入する

際，総務省の統合型 GIS 指針を参考としている場合

が多い．そのため，統合型 GISのアーキテクチャは，

特定のメーカに依存することなく，汎用性が高い．ま

た，共用空間データも，仕様が公開されており，依存

性が低い．このことから，統合型GISを構築している

自治体では，本システムの基本地図を統合型 GIS の

基本地図で置き換えることができる．

2点目は，本システムに組み込んだ地盤応答震度推

定法の汎用性である．この推定法は，他の市町村域に

おいても適応できる可能性がある．それは，K-NET

の地震観測点（基準点）が設置されている地盤と異な

る地盤構造の区域であったとしても，その異なる区域

ごとに，新基準点 NBaseを設定するためである．し

かし，2つの留意点がある．まず，適用する地域の地

盤構造モデルを推定できる資料が存在しなければなら

ない．3.2 節でも述べたように，NBase の地震動は，

SHAKEを用いた応答計算で求めている．SHAKEは，

計算する地点の各地層の密度や S波速度といった物理

定数を用いるため，それらのデータの測定値または推

定値が必要である．盛岡市域では，地盤構造の推定に

関する調査・研究がすでに行われており15)，SHAKE

を適用できる地点が複数あった．次に，その地域に地

震観測点が 1カ所以上あることと常時微動の多点観測

が行われていなければならない．実地震動と H/Vス

ペクトルのデータを得られない地域に，本システムを

導入することは難しい．

3点目の汎用性は，地震以外の災害に対してである．

本システムは，地震災害時の初動活動支援を目的とし

ている．しかし，被害情報を GIS 上のユーザインタ

フェースに表示することで，被害情報を視覚的に表現

し，情報共有を容易にする機能は，他の災害時でも有

効である．たとえば，年に数回発生する可能性がある

風水害においては，その有効性を十分発揮できると考

えられる．特に，水害時は，避難指示や避難勧告を発

令する範囲が，時間とともに変化するため，紙の地図

に書き込むより，GIS上に表示するほうが時間変化に

対応しやすく，より効率的であろう．

5.3 初動活動支援システムに関する先行研究との

比較

地方自治体の初動活動支援システムは，これまで様々

なデザイン視点で開発が行われてきた．代表的なもの

としては，災害発生時でも確実に稼動するリスク対応

型情報システムの概念 RARMIS25) があり，この概念

を実現する情報システムの研究が行われてきた26)．さ

らに，RARMISの概念をより具現化し，自治体にお

ける地震防災情報システムが持つべき情報処理体系と

システム要件が明らかにされ7)，実際の自治体現場で

地震被害予測システムが稼動している27)．また，従来

は防災機関それぞれが独自にシステムを導入してきた

が，複数の防災機関の連携を重視した支援システムも

研究されている28)．

筆者らのシステムにおける新規性は，地盤応答震度

推定法をシステムに組み込むことにより，細密度な計

測震度分布を安価な費用で推定できる情報処理手順を

提案したことである．また，本システムの有用性は，

財政規模の小さな地方自治体でも，安価なシステム構

築費用と比較的小さな管理労力で，災害対策本部の初

動活動支援に一定の効果があるシステムを導入できる

ことである．

初動活動支援システムの望ましいシステムアーキテ

クチャとしては，山田ら7) や福山ら27) が提案する防

災情報システムのような，都道府県を中心として各市

町村と共同でリスク対応型システムを構築し，防災情

報センタと情報連携するようなアプローチをとるのが

理想的であろう．しかし，現状では，県と市町村が連

携して防災システムを整備する環境を整えるには，政

策的に難しい面もあり，ただちに理想的な情報システ

ムを展開するのは困難である．そこで，過渡的な方法

として，社会情勢や経済情勢などが整うまで，全国に

普及し始めた統合型 GIS 上に支援システムを構築し

て，当面の大規模災害に備えるという我々のアプロー

チも，1つの在り方と考えられる．
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6. お わ り に

地震観測の全国ネットワークであるK-NETの実地

震波データと地盤の振動特性指標の 1つである常時微

動 H/Vスペクトル比を用いて，地盤構造が異なる地

域の詳細な計測震度分布を地震発生後短時間で求める

地盤応答震度推定法を組み込んだ地震災害時における

初動活動支援システムを提案した．

岩手県盛岡市を対象として，災害対策本部における

初動活動の現状と課題を調査した結果，住民からの被

害情報をもとに応急対応活動を開始するため全体の被

害状況の把握に時間を要するという問題や，災害対策

本部にコンピュータシステムが導入されておらず被災

位置の把握や被害情報の集約に正確性を欠く恐れがあ

るなどの課題が明らかになった．

そこで，これらの課題を解決することを目的として，

次の 2点を特徴とするシステムをデザインした．1点

目は，地盤応答震度推定法を組み込むことにより，細

密度計測震度分布を安価な費用で推定する情報処理手

順を設計したことである．この設計により，財政規模

があまり大きくない地方自治体においても，システム

を導入しやすい．また，被害発生箇所を推測できる可

能性があることから，積極的な初動活動を展開できる．

2点目は，住民から通報があった被害情報や初動活動

の進捗状況を表示するGIS上のユーザインタフェース

をデザインしたことである．このデザインにより，対

策本部内での情報共有を効率的に行うことができる．

推定法の妥当性を評価した結果，推定計測震度が大

きい地域とアンケート震度の大きい地域の一致度合い

は 6割弱で精度が良いとはいえないが，応急対応期に

必要とされる被害発生予想地域の大まかな把握をでき

る可能性があることが分かった．また，想定利用者で

ある盛岡市総務部消防防災課および盛岡広域消防本部

の職員によるシステム評価の結果は，実装機能の有効

性が 5段階評価で平均 4.2となり比較的良好であった

が，視認性については平均 3.6となり，今後，改善す

べき課題が明確になった．

実際の地方自治体で本システムを導入する場合を想

定し，盛岡市の統合型 GIS を例に，その効果と留意

点を考察した．統合型 GIS 上に実装した場合，災害

対策本部が把握した被災情報を他部署と共有すること

ができ，迅速な災害対応が可能となる．しかし，庁内

のコンピュータネットワークの障害を想定し，それに

対応した方策を災害準備期に整えておく必要がある．

本研究における今後の課題は，次の 3点に集約され

る．第 1に，地方自治体の初動活動支援システムとし

て本システムを導入する場合の課題は，計測震度の推

定精度を向上させることである．そのためには，地盤

構造モデルを見直し，さらに詳細化した地盤区域ごと

に新基準点を設定することで，精度の向上を図ること

が可能であろう．また，今回の評価に用いた実地震波

データは，三陸南地震のみであったことから，今後，

複数のデータによるシミュレーションを行い，推定法

の評価を重ねていきたい．

第 2に，本システムを実運用する場合の課題は，K-

NETから地震データを取り込むインタフェース部や

地盤応答震度推定法による計測震度推定計算部を自動

化することである．そして，本システムを統合型 GIS

環境に実装し，ユーザインタフェース部を改良しなが

ら，地方自治体の防災訓練などで運用試験と評価を行

うことで実用性を高めていく必要がある．また，通信

回線の不通などにより，実地震動データを入手できな

い場合の対応策として，庁舎内からインターネットに

接続するための外部専用回線を二重化し，冗長性を持

たせる工夫を検討したい．

第 3の課題は，システムの機能に関することである．

計測震度分布を推定する機能に加え，建物被害や人的

被害も推定できる機能を追加することが重要である．

これらの被害推定には，市町村が保有する建物台帳や

丁町目別人口台帳のデータベース化が欠かせない．し

かし，そのためには相当の費用と時間を要するため，

本システムの機能として実装することは見送らざるを

えなかった．また，重複した被災情報のチェック機能

や位置を特定できない被害情報を処理する機能などに

ついても，実装方法を検討したい．さらに，報道機関

だけでなく上位機関への報告業務を支援する機能など

も含めて，必要な機能のニーズ調査を進めて，地方自

治体の限られた災害対応能力を最大限に発揮できるよ

うな支援システムを目指していきたい．
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